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【　要　旨　】
１．ＩＴ革命の進行
わが国でもＩＴ革命が本格化するなか、通信インフラ整備は本年 7月サミットを契機に、議論が具
体化。しかし、これだけではＩＴ革命の成果享受に不十分。①新たな技術やビジネスモデルを開発し、
②知的財産権によって利益保護を図り、③加えて競争政策の強化と併せ、新市場やニュービジネスを
創出する、ＩＴ時代に即した技術立国型経済発展モデルの確立が不可欠。こうした観点から現下のわ
が国経済をみると、アニメやゲーム等、一部に国際競争力を備える分野もあるものの、総じて、国際
的にも高水準の研究成果を実用化し、新産業やニュービジネス創出に繋げるリンケージが脆弱。
それに対して、米国では、研究開発と産業高度化の好循環が機能。米国経済の強さは、強力な産学
連携に加え、研究が成功すると、特許権等、知的財産権の保護によって投下資本が円滑に回収され、
その利潤の再投資を通じてさらなる研究開発が促進されるという、知的財産権制度の整備が寄与。も
っとも、近年、ＩＴ革命の進展に伴い、知的財産権問題は輻輳化。

２．輻輳化する知的財産権問題への取り組み
こうした情勢下、様々な取り組みが内外で始動。分野別に具体的動きをみると、①技術開発分野で
は、無断複製の排除に向けた暗号化技術の確立やアクセスの時間や回数に応じて課金するソフト開発、
②国際協力では、日米欧三極特許による専門家会合や世界貿易機関の知的財産権協定締結、さらに、
植物遺伝資源の保全と適切な利用促進に向けた国連食糧農業機関の国際的スキーム組成への取り組み、
③わが国法律制度では、著作権法改正やビジネスモデル特許に関する特許庁指針策定等。

３．問題の根因
しかし、知的財産権問題は依然残存。主因は次の 3点。
第１は知的財産権制度と経済実態との乖離。ＩＴ革命によって急速に経済情勢が国際的規模で構造
変化を遂げるなか、工業社会を前提とする現行知的財産権制度が内包する矛盾が顕在化。
第 2は権利範囲が対象によって広狭まちまちなこと。ＩＴ市場の中核的存在として注目が強まって
いるデータベースは、創作性が無い限り、原則知的財産権の対象外である一方、ビジネスモデル特許
やスクリーニング特許等、ニュータイプの知的財産権では、適切な権利範囲の特定に支障。
第 3は、市場競争原理等、他の利益との対立問題。ヒトゲノム問題に象徴的にみられる通り、研究
開発者サイドに知的財産権と経済的メリットの享受をどこまで許容しつつ、他方、その権利独占によ
る弊害を排除し、研究成果の幅広い利用や、市場競争メカニズムを通じた一段の研究開発促進をどの
ように実現するかという利益衡量が、この問題の核心。その意味では、①技術進歩や発明によって当
該製品・サービスの提供を別ルートで達成可能な分野と、②別ルートの発明が不能な分野に二分し、
①は原則従来の知的財産権制度に準じる一方、②は市場の失敗に陥る懸念が大きいため、従来、公益
事業分野で適用されてきたスキームを活用し、デメリットを排除すべき。

４．具体的推進体制
このようにみると、新たな知的財産権制度の構築には、国際的な連携強化に加え、国内サイドでは、
次の具体的推進体制の早急な整備が不可欠。
第 1は法律の整備。データベース等、知的財産権制度の範囲拡大に加え、経済のＩＴ化を踏まえ、
ブラウザーやネットＴＶによる実演の視聴等にも対応可能な無体物をベースとする法制に改変。さら
に、ＩＴ革命の本格化に伴って今後の経済・産業・社会情勢の変化が予測困難ななか、①正当な利用
であれば著作権侵害に該当しないとするフェア・ユース法理、②特許権等、知的財産権者が、独占禁
止法に反する排他的独占権を行使した場合、知的財産権の侵害行為に違法性はないとするミス・ユー
ス法理、③さらに独占事業者が保有する資源のうち、他の事業者が事業継続に不可欠な資源について
は、独占事業者の意思によらず、他の事業者の利用を許容すべきとするエッセンシャル・ファシリテ
ィー法理等、米国判例法で生成・発展してきた一般法理を導入し、競争政策との調和を推進。
第 2は紛争解決ルートの拡大。国民経済的メリットからみれば、独禁法分野での私人による排除請
求ルート創設を、特許権等、知的財産権制度にも拡大すべき。さらに紛争が一段と増大する現下の情
勢下、訴訟よりコストが安く、迅速な結論が得られやすい斡旋、調停、仲裁等の私的紛争処理手段、
いわゆるＡＤＲを広く導入し、特許庁や裁判所の負担を軽減し、紛争処理の迅速化を実現。
第 3は実施体制の強化。具体的には、まず人員の拡充。日米対比に明瞭な通り、わが国司法サービ
スの弱さの一因は人員不足。司法試験合格者数の増加やロースクールの設置等、中期的基盤整備に加
え、弁護士以外にも一部の法律的事務を可能とし、弁理士や各企業の法務セクションで経験を積んだ
人材等、潜在的法曹の積極的活用が、当面、わが国の状況を乗り切っていく現実的対応として有効な
方策。さらに、裁判所の体制整備も重要。米国の巡回裁判所の発想を取り入れ、東京高裁の専管規定
を見直し、各地方高裁も特許事案を管轄する一方、ＡＤＲ等の積極的活用によって裁判所の処理能力
強化を図る等の制度改正を通じて、全国どこでも容易に司法サービスを享受できる体制を整備。



― 1 ―

１．ＩＴ革命の進行

わが国でも、企業サイドで情報関連投資が盛り上がる一方、個人サイドではｉモードを

中心にネット利用が可能な携帯電話が急速に普及する等、ＩＴ革命が本格的に始動してい

る。こうしたなか、通信料金の低廉化や、ＣＡＴＶやＤＳＬを中心とする高速インターネ

ット接続サービスの拡大等、通信インフラ整備の問題は、2000 年 7 月の九州沖縄サミッ

トでの日米合意を契機としてこれまでの議論が具体化の段階に入っているうえ、政策面で

も、世界最高速の通信網整備を目指したＩＴ基本法案1が今秋の臨時国会で成立すると見込

まれる等、ＩＴインフラ整備に向けた対応が本格化するなか、今後、早急に実現される方

向である。

しかし、これらは、単にインターネット利用の基盤整備に当面の目処がつき、わが国も

漸く国際的なＩＴ競争のスタート位置に就いたということに過ぎない。わが国経済がＩＴ

革命で成功を勝ち取るには、次なる課題、すなわち、①新たな技術やビジネスモデルを開

発し、②特許権等、知的財産権の確保を通じて、それらの利益保護を図りつつ、③加えて、

競争政策の強化・徹底を通じた市場競争原理の確保と併せ、新市場やニュービジネスを創

出する、いわばＩＴ時代に即した技術立国型経済発展モデルの確立・定着を早急に図る必

要があり、とりわけ、画期的なソフトウェア等の技術開発力の強化や、魅力的なコンテン

ツ等の創作力の活性化は喫緊の課題である。

そうした観点から現下のわが国経済をみると、アニメやゲーム等、アミューズメント分

野を中心に、コンテンツの創作力については国際競争力を備える分野もあるのに対して、

技術開発力についてみると、総じて、大学をはじめとして研究体制が整備され、研究成果

も世界的にみて高水準であるものの、そうした研究成果を実用化し、産業やニュービジネ

                                                  
1　同法案の基本方針は次の 5 点。①世界最高水準の高度情報通信ネットワーク整備、②国民の教育、学

習の振興と専門的人材の育成、③規制の見直し、消費者保護を通じた電子商取引の促進、④行政の情報

化（電子政府、電子自治体）推進、⑤高度情報通信ネットワークの安全性確保、個人情報の保護。
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スを創出する動きは、必ずしも積極的でない。例えば、わが国のコメ遺伝子研究は国際的

に最高水準にあるものの、その遺伝子の解明事業、すなわち、イネゲノム・プロジェクト

についてみると、その研究水準の高さが生かされず、逆に、米国に先行される事態が発生

している。これは、今日のゲノム解析が高速コンピュータ等の活用を前提としたものとな

り、資金力が解析力を左右する決定的要因となった結果、わが国対比、産学連携が強い米

国でよりスピーディーに解析作業が進展した結果である。

さらに、そうした米国経済の強さは、ＴＬＯ制度2やＳＢＩＲ制度3等、技術力強化に向

けた産学連携の枠組みが、80年代以降、次第に整備されてきたことに加え、研究が成功す

ると、特許権等、知的財産権の保護によって投下資本が円滑に回収され、その利潤の再投

資を通じてさらなる研究開発が促進されるという、研究開発と事業化の好循環に起因する

面も大きい。ＩＴ革命への対応が、単にソフトウェア産業や電機製造業をはじめとするＩ

Ｔ業種のみならず、非ＩＴ業種でも生産性向上や競争力強化に不可欠である点を加味して

みれば、そうした研究開発と事業化のメカニズムをわが国経済にビルトインすることは、

ＩＴ産業の成長を機軸とする今後の中期的経済発展を実現するうえで不可欠であり、技術

開発力のさらなる強化と同時に、知的財産権の適切な保護を実現する制度的枠組の構築は、

とりわけサイバー・ビジネスの模倣が容易ななか、早急に着手すべき緊要性の高い政策課

題である。

                                                  
2　Technology Licensing Organizationの略。大学や公的研究機関の研究成果を民間事業者へ円滑に移転
するために、両者の仲介を行う技術移転機関のこと。
カーター政権が 79年に打ち出したプロパテント政策を具体化する施策のひとつとして、本制度が、

80年に成立したバイドール法によって創設。80年代半ば以降、同制度の活用が本格化し、米国経済再
生の原動力に寄与。ちなみに、米国の大学技術マネージャー連盟（Association of University Technology
Managers）によると、98年には、大学と民間企業の技術移転を繋ぐ特許マネージャーは全米で 2,300
人に達する一方、TLO市場は 335億ドルに拡大。なお、わが国では、98年 8月施行の「大学等技術移
転促進法」によって本制度が導入。

3　Small Business Innovation Researchの略で、中小企業技術革新制度のこと。中小企業の技術開発力
向上やその成果を用いた事業化の促進を目的に、政府が一定額を当該中小企業に無償供与する制度。(注
1)のＴＬＯ制度と同様、米国経済再生策としてレーガン政権下、82年に導入。その後、産業競争力強
化に対する本制度の有効性が評価され、予算規模が次第に拡大。わが国でも、中小企業強化やベンチャ
ー企業育成の観点から 99年 2月に導入されたものの、99年度予算は米国の 11億ドルに対して、わが
国は 110億円で 10分の 1弱。
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しかし、近年の内外動向をみると、知的財産権が侵害されたり、独占や寡占等、いわゆ

る市場の失敗が現実化する等、現行制度が抱える問題点が顕在化し始めており、ＩＴ革命

の本格化に伴って逆にＩＴ型経済成長が阻害されるリスクが強まっている。具体的には、

従来から指摘されてきたコンピュータ・ソフトの違法コピー増大4のほか、次のような例を

指摘できよう。

第１は、インターネットによる音楽配信サービスの普及である。米国では、ＣＤ購入で

なく、インターネットを通じた音楽取引、すなわち、サイトから音楽データをダウンロー

ドするサービス5が拡大するなか、著作権料を支払うことなく音楽データを複製する動きが

強まっている。そうしたなか、レコード会社や著作権団体は著作権法違反として提訴に踏

み切っており、一部には、有力事業者のＭＰ3 コムが 2000 年 4 月のニューヨーク連邦地

裁判決に従いレコード会社との和解に応じる等、著作権侵害阻止に向け積極的に対応しよ

うとする動きもみられるものの、一方では、Napstar社6が、5月にサンフランシスコ連邦

地裁が下したサイト閉鎖判決に対して控訴し、7 月にサンフランシスコ連邦高裁が地裁判

決の凍結命令を出した結果、少なくとも訴訟が結審するまで当該サービスの継続が可能と

なる等、著作権保護の実現は必ずしも容易ではないのが現状である。加えて、Napstar社

のサービス利用者をはじめとして、このところ、個人間の音楽データ交換ソフトである

Gnutellaを利用して、Napstar社等のサイトを経由せず、直接、個人間で取引する動きが

拡がり始めている。仮に、こうしたソフトが浸透した場合、レコード会社等が著作権侵害

行為の停止および損害賠償を請求しようとすれば、音楽データを交換した個々人の特定が

不可欠となり、事実上、著作権侵害が放置される懸念が大きい。

                                                  
4　マイクロソフト社等が加盟する米権利保護団体、ビジネス・ソフトウエア・アライアンスの推計によ
ると、コンピュータ・ソフトの違法コピーによる 1999年の損害額は、全世界で前年比 12億ドル増加
し、122億ドルに達した。ちなみに、わが国は 10億ドル。

5　MP3サービスとも呼称。ＭＰ3は音楽データの圧縮方式。圧縮率はほぼ 10分の 1．音質はデジタル信
号のため CD並みとされる。

6　同社サービスの利用者数は全世界で 2,000万人に及ぶ模様。
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第２は、ビジネスモデル特許7の浸透である。とりわけ有名なケースとして、逆オークシ

ョン取引、すなわち、航空券やホテル・チケットの価格を、サービスを提供する各事業者

が決定するのでなく、逆に、消費者等、ユーザーが価格を提示し、それに各事業者が応札

して契約が成立するという従来の商慣行と正反対のビジネスモデルについてみると、その

特許権を持つ米プライスライン社は、99年 10月、米マイクロソフト社の関連会社でチケ

ット販売の仲介等を業務とするエクスペディア・コムに対して特許権侵害訴訟を提起した。

さらに、書籍等、大手ネット販売業者であるアマゾン・コムのワン・クリック特許、すな

わち、ユーザー情報を記録することで、リピート・ユーザーは、再度、顧客情報を登録し

直すことなく 1回クリックするだけで希望商品の購入が可能になる方法の特許についてみ

ると、その権利侵害訴訟において、シアトル西部連邦地裁が、99年 12月、被告米大手書

店バーンズ＆ノーブル社に対して業務差し止めの仮処分を下した結果8、同社が同業務から

撤退する事態が現実化している。仮に、こうしたビジネスモデル特許の効力が広く認めら

れる場合、特許権者は独占的地位の確立が容易になり、市場競争が排除されるリスクが大

きい。そうしたなか、米国ではビジネスモデル特許申請の動きが強まっており、99年には

年間で合計 2,658件に上る申請が米国特許庁に提出されている。

第 3は、コンピュータの高度な解析力を駆使したゲノム研究に象徴されるＩＴ活用によ

る新市場の登場である。こうした研究成果に特許権が認められた場合、今後、期待される

画期的な治療法や医薬品の製造・使用が独占され、人類の共通財産とならないのではない

かとの懸念が、従来、指摘されてきた。もっとも、人間の全遺伝情報の解読については、

国際的プロジェクトであるヒトゲノム計画を推進してきた日米欧の研究機関と、米民間ベ

ンチャー企業のセレーラ・ジェノミスク社との協調体制が最終段階で成立した結果、2000

                                                  
7　ビジネスモデル特許と同様、従来の特許概念に収まらない特許としして欧州特許庁が認めたスクリー
ニング特許がある。これは、特定の化合物を一定の化学合成法、すなわちスクリーニングで獲得された
物質について成立する特許。特許権の権利対象が、当該物質以外のみならず、将来発見される物質まで
拡大される可能性がある点が特徴であり、権利範囲が必ずしも明確でなく、現時点で予測不能という問
題を孕む。

8　本事案の審理スピードはきわめて速く、10月の提訴から 40日という短期間。
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年 6 月、ヒトの全遺伝情報を構成する 30 億に上るＤＮＡの塩基配列構造の発表が共同で

行われ、少なくとも本件について、特許権による市場独占の懸念は当面杞憂に終わること

になった。さらに、ヒトゲノム計画サイドの成果はホームページ上に無料公開され、イン

ターネットで検索可能である。

しかし、米セレーラ・ジェノミクス社は、その解読データがヒトゲノム計画対比より詳

細9とみられるなか、それまでの製薬会社等、各国契約先企業のほか、共同発表の直後には

豪政府と契約を締結する等、情報提供先を未だに限定している10。さらに同社は、今後、

そのヒトゲノム情報を、世界の研究者に無償公開する方針を明らかにしているものの、米

ワシントン大と米モンサント社が 2000年４月に発表したイネ・ゲノム解読情報のケース11

に即してみると、研究者に無償公開したうえで、研究者が当該情報をもとにした発明で特

許申請を行う場合、モンサント社は特許使用権を研究者と交渉する権利を持つこととされ、

同社の優先的地位が確保されるスキームとなっている。加えて、世界医師会の調査による

と、欧米の一部の国々では、国内医薬品製造業の保護・育成に向け、特許要件緩和等の動

きがみられる模様である。

２．課題克服への取り組み

このように知的財産権を巡る環境が輻輳化傾向を強めるなか、様々な取り組みが内外で

始まっている。そうした動きを、技術革新、国際協調、国内法制改革の 3つの面からみる

と、次の通りである。

まず技術革新では、無断複製を排除するソフトウェアの開発が中心である。例えば、高

                                                  
9　解明された塩基配列がヒト遺伝子全体に占める比率は、ヒトゲノム計画の８５％に対して、米セレー
ラ・ジェノミクス社は 99％。

10　米セレーラ・ジェノミクス社の情報提供料は非公表。ちなみに、ヒトゲノム計画が解読したＤＮＡの
塩基配列情報を分析し、6万 5千個の遺伝子発見に成功した米ダブルツイスト社の場合、情報提供料は、
データベースにアクセスする場合、研究者 1人当たり年間 1万ドル、全データの一括販売の場合、65
万ドル。

11　作物の遺伝情報の解明は世界初。もっとも、本プロジェクトの役割分担をみると、モンサント社は資
金提供にとどまり、実際の解読作業はワシントン大が実施。
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速インターネット時代の到来を目前に控え、音楽以上に情報量が多い映画でも、そのネッ

ト配信の商用化が射程距離に入るなか、暗号化技術の確立、あるいはアクセスの時間や回

数に応じて課金するソフト開発に向けた動きが一段と強まっている。ちなみに、米国ソニ

ーでは、暗号化技術等を駆使した映画のネット配信サービス開始に向け、その実証実験を

年内に開始する予定である。

次いで国際協調についてみると、ＩＴ革命に伴い権利関係が世界的規模に拡大するなか、

各国政府間の連携強化や国際機関の活躍等、様々な動きが指摘される。まず、上記ヒトゲ

ノム解明プロジェクトで、米クリントン大統領とブレア首相の呼び掛けをはじめとして

様々な国際的要請が強まるなか、米セレーラ・ジェノミスク社が、それまでの、日米欧の

研究機関が推進していたヒトゲノム計画と一線を画し民間企業として営利追求に徹する姿

勢を軟化させ、ゲノム情報の公開等、協調路線に転じた成功事例がある。

さらに、こうしたゲノム関連発明やビジネスモデル特許では、過度に権利範囲を広範に

認めた場合のデメリットに対する認識が次第に浸透するなか、2000 年 6 月に開催された

第 18 回日米欧三極特許庁専門家会合において、日米欧 3 特許庁は、特許権成立要件の厳

格化で合意に達した。すなわち、特許権成立要件のひとつとして、ゲノム関連発明では機

能または特定の実質的な有用性が、ビジネスモデル特許では技術的発見が、それぞれ不可

欠とされ、単なる塩基配列等、遺伝子情報の解明や、公知のビジネスモデルをコンピュー

タによって単純に自動化しただけの発明には特許成立を認めないこととされた12。

一方、国際機関の動きをみると、95年には世界貿易機関（ＷＴＯ）の知的財産権の貿易

関連に関する協定（ＴＲＩＰＳ）が締結され、加盟国は知的財産権保護の義務付けに合意

した。その結果、先進国では 96年から、途上国では 2000年から、本条約の履行義務が発

                                                  
12　加えて、日米欧 3特許庁は、今回、ビジネスモデル特許では、既往ビジネスモデル情報の蓄積が不自
由なため、現状、特許権の認定作業に支障を来している点を踏まえ、今後、ビジネスモデル特許に関す
る先行事例調査として、共同サーチ・プロジェクトを発足させる一方、ゲノム関連発明では、既知の塩
基配列との類似性から機能を推定した発明を対象に、有用性や進歩性に関する研究を共同で開始するこ
とで合意。
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効しており、知的財産権保護が国際規模で順次進展している。さらに、国連食糧農業機関

（ＦＡＯ）は、植物遺伝資源の保全と適切な利用促進を目的する新たなスキームを策定し、

年内合意に向け精力的に取り纏め作業を遂行中である。具体的には、遺伝資源を管理する

国際組織を新設し、その遺伝資源をもとに新種のバイオ作物等が開発され、特許権が成立

した場合、特許料の一部を原産国に配分する仕組みとされ、協定不参加国には遺伝資源を

提供しないことでスキームの実効性強化を図る方針とされる。

最後に、わが国の法律制度についてみると、まず著作権分野では、公衆への送信権とい

う新たな権利の創設によってインターネットを通じた音楽等、著作物の流通拡大への対応

強化を図ろうとする新条約が、96年 12月、国際知的所有権機関（ＷＩＰＯ）で締結され、

それを受けて著作権法が 97、99 年に改正となり、デジタル・コンテンツに関する著作権

保護スキームの整備が進展している。

一方、特許権制度では、わが国でもビジネスモデル特許が認められるかという懸念が台

頭するなか、特許庁は、99年 12月、「ビジネス関連発明に関する審査における取扱いにつ

いて」を公表し、わが国でもビジネスモデル特許はソフトウエア関連発明の一形態として

位置付けられる特許であり、自然法則を利用した技術的思想の創作としての進歩性の有無

を条件に特許権成立の可否が審査されることを明確に打ち出した。

さらに、独占禁止法の分野では、まず 99 年 7 月に、公正取引委員会が、特許・ノウハ

ウライセンス契約に関する独占禁止法上のガイドラインを策定し、独禁法 23 条によって

特許権の行使は独禁法の適用対象外であるものの、権利濫用の場合、同条は適用除外とさ

れる原則が明確に打ち出され、その具体的運用指針の明示によって特許権の保護と競争原

理の確保を同時達成する体制が確立された。次いで、2000 年 5 月には、独占禁止違反行

為に係る民事的救済制度が導入され、従来、原告要件とされてきた公正取引委員会への限

定が解除され、企業や個人も独禁法違反行為の是正を権利侵害者に対して直接請求できる
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ルートが整備されることになった13。

３．問題の根因

しかし、こうした様々な取り組みが積み重ねられているものの、現時点でも、未だ輻輳

化した知的財産権問題が解決に向かっているとは言い難い。その要因を整理すると、次の

3点に集約することができる。

第１は、知的財産権制度と経済実態との乖離である。例えば、著作権制度に則してみる

と、そもそもこの制度は、書籍等、物理的創作物を頒布する等、流通ルートの管理がその

主たる対象であり、物理的媒体以外に著作物を移転する方策が無かった時代の産物であり、

上記、ＭＰ3 によるネット音楽配信の問題は、その経済実態との乖離を示す端的な事例で

あろう。

さらに、わが国でも、2000年 12月からデジタルＴＶの本放送が開始され、デジタル信

号による双方向通信の普及が見込まれるなか、音楽や映画のみならず、あらゆる著作物、

デジタル・コンテンツが権利侵害の危険に晒されよう。すでに米国では、ＣＡＴＶを中心

にデジタル放送が普及するなか、近年、ＮＢＣ放送やＡＢＣ放送、あるいはＣＮＮ等、こ

れまで主要メディアに位置してきた大手ＴＶ局や新聞14の伸び悩み傾向が強まっている。

世界的名声を博してきたブリタニカ百科辞典の書籍販売縮小と無料検索可能なサイトの立

ち上げも、従来型コンテンツの市場支配力低下を示す典型的事例のひとつと位置付けられ

よう。そうした情勢下、米国ではインターネットＴＶが急速に普及し始め15、今後、パソ

                                                  
13 本制度の施行は 2001年。
14 米大手通信社ＡＰ社はインターネット向け記事配信を拡大する方向。もっとも、こうした動きに対し
て、ワシントン・ポスト紙をはじめとするＡＰ加盟の新聞各社は、ニュース報道や広告獲得で競合する
ネット企業の競争力を強化し、新聞の競争力を低下させるとして反発。ちなみに、米国では、地方紙を
中心に、アクセス無料のインターネット・サイトを通じたニュース配信サービスへのシフトが進行中。
なお、その場合、収益の中心は広告収入。購読者サイドでも、物理的に情報量や速報性の面で制約があ
る新聞媒体よりも、むしろ、ネット配信サービスを選好する傾向が強まる方向。

15 米ガートナー・グループ（2000年 5月公表）によると、インターネットＴＶを通じた製品の販売やサ
ービス提供の総額が 2004年には全米で 107億ドルに達する見通し。一方、米データ・クエスト社（2000
年 6月公表）によると、テレビを通じたインターネット利用者は 99年の 2,700万人、2000年の 4,400
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コン対比、より使い勝手の良いデジタルＴＶ等の情報家電が普及し、ＩＴ市場が飛躍的拡

大を遂げると見込まれており、大手プロバイダーのＡＯＬ社16は、先行する米マイクロソ

フト社のウェプＴＶを追い駆け、年内にも、電子メールやインターネット利用等、双方向

通信が可能なネットＴＶ事業に参入する予定である。

ＩＴ革命の進展を映じた構造的な情勢変化を踏まえてみれば、上記、ＷＩＰＯ新条約を

契機に各国で著作権法が改正され、デジタル・コンテンツに対する権利保護のスキームが

整備される方向であるものの、個人間取引の規制は事実上困難であるうえ、データ複製を

しなくても、ブラウザーで視聴するだけでも権利侵害の疑義が濃厚である等、ループホー

ルの拡大が見込まれるだけに、著作物の頒布権や複製に焦点を当てる現行著作権法のスキ

ームの見直しとあわせ、暗号化技術等、新たな著作物の利用形態に対応する技術開発と実

用化の推進を通じた著作権保護スキームの強化は喫緊の課題である。

第 2は、権利範囲が必ずしも明確でなく、対象によって広狭まちまちなことである。例

えば、ソフトウェア・プログラムでは、条件が充足される限り、著作権、特許権とも成立

するのに対して、データベースについては、創作性が無い限り、原則として著作権法や特

許法等の対象外である。現行制度からみれば、当然の帰結であるものの、インターネット

取引の拡大を見越して、このところわが国でもデータセンターの建設ブームが盛り上がる

等、ＩＴ市場の中核的存在として注目が強まっているデータベースを知的財産権の埒外に

放置しておくのはいかにもアンバランスとの謗りを免れまい。

一方、上記、ビジネスモデル特許やスクリーニング特許に象徴されるニュータイプの特

許権にみられる通り、ＩＴ革命の勃興やそれに伴う新市場の台頭に応じて、新たに保護す

                                                                                                                                                  
万人から、2001年初には 5,200万人となり、99年対比倍増の見通し。
さらに、米ピュー・リサーチ・センター（2000年 6月公表）によるとすでに、ニュース等、メディア
の利用状況において、投資家や高学歴層を中心に、新聞やＴＶ等、従来型のメディアよりも、インター
ネットを活用する動きが本格化。

16 米ＡＯＬ社は米タイム・ワーナー社と合併予定。タイム・ワーナー社は、映画（ワーナー・ブラザー
ズ）、雑誌（タイム誌）、ニュース（ＣＮＮ）に加え、傘下に、1,260万件を上回る顧客基盤を擁する全
米第 2位のＣＡＴＶ会社を抱える総合メディア企業。ちなみに、同社ＣＡＴＶ顧客のうち、高速イン
ターネット・サービス提供件数は 1,150万。
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べき知的財産を積極的に認めていくことは必要であるものの、生成途上の分野であり、技

術革新ペースが総じて従来分野対比速いうえ、それぞれ高度の専門性が要求されるため、

市場環境や権利対象の位置付けがどのように変わるか、将来予測が困難である一方、個別

事案の審理に時日を要する等、適切な権利範囲の特定に支障を来している。こうした分野

では、とりわけ、法文上、あるいはガイドライン等によって、具体的かつ永続的ルールを

アプリオリに明確化しようとする取り組みには限界があり、個別紛争処理ルートの拡充が

重要な課題となる。

こうした情勢変化を踏まえてみれば、改めて知的財産権制度の趣旨に立ち戻り、そのス

キームを再構築する必要が大きい。そもそも、知的財産権制度は、有体物に関する所有権

制度をベースにした法制17であり、わが国では、著作物を対象とし文化庁が管轄する著作

権法と、特許や商標、意匠、実用新案を対象とし、特許庁が管轄する工業所有権に二分さ

れてきた。しかし、畢竟、知的財産権制度が、知的所産のうち、公権力によって保護すべ

き経済的価値を対象にするという原点から捉え直してみれば、著作物権での新規性や特許

権の進歩性は権利成立審査上の具体的な判断基準に過ぎない。こうした観点に立てば、デ

ータベース等の包摂による対象範囲の拡大、審査・紛争処理機関の充実、私的救済ルート

の創設等を通じた現行知的財産権制度の強化は焦眉の急である。

第 3は、市場競争等、他の利益との対立である。この問題では、ヒトゲノム問題が象徴

的である。ヒトゲノム問題では、倫理上あるいは人道上の観点から、研究成果は人類共通

の財産としてひろく活用されるべき18等の指摘があるものの、経済的メリットを一切否定

した場合、インセンティブ減退や費用不足によって、逆に研究開発に深刻なダメージを及

                                                  
17 わが国特許法上、特許権者の差止請求権は、1921年法に明文規定はなかったものの、物権的請求権と
して当然視され、そうした法解釈・運用を確認する趣旨から、59年改正で明文化。

18 すでに、リナックスやわが国のイネゲノム・プロジェクト等、知的財産権のうち発明者の名称使用権
は依然留保されているものの、契約締結権やライセンス料金請求権等、排他的独占権の行使が放棄され、
いわば公共財に転化した結果、市場競争等、他の利益との衝突問題がクリアーされた例は存在。しかし、
すべての権利者に権利放棄を期待すること自体、インセンティブ・システムである知的財産権制度の性
格に違背。
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ぼす懸念が大きい。その意味で、問題の核心は、研究開発者サイドに知的財産権と経済的

メリットの享受をどこまで許容しつつ、他方、その権利独占による弊害を排除し、研究成

果の幅広い利用や、市場競争メカニズムを通じた一段の研究開発促進をどのように実現す

るかという利益衡量にある。

そもそも知的財産権制度は、天賦の権利であり何等の掣肘も受けない自然権としてのひ

とつであるとする立場もあるものの、知的財産の適切な保護によって豊かな社会の実現を

最終目的とする経済法であり、インセンティブ・スキーム19として生成・発展してきた。

こうした経緯を踏まえてみれば、ＩＴ革命下、経済・社会の構造変化や技術基盤の飛躍的

進歩に応じて不断に制度を不断に見直し、新たな枠組を整備していく必要がある。

具体的には、まず対象分野を、市場独占の形態によって二分、すなわち、①技術進歩や

発明によって当該製品・サービスの提供を別ルートで達成可能な分野と、②そうではなく、

ヒトゲノム分野での塩基配列情報をはじめとして、別ルートの発明が不能か、あるいはき

わめて困難な分野に切り分け、それぞれ異なる制度に乗せるべきである。

別ルートの開拓で代替可能な分野では、排他的独占権を認めても、権利内容の公開によ

って次なる技術革新の基盤が形成される、等の経路を通じて市場競争メカニズムが機能す

る限り、従来の知的財産権同様のスキームとして大きな問題はない。もっとも、この場合

でも、著作権等、権利管理団体に独占を許容するか否かは別途の問題である。従来と異な

り、ネット配信によって著作権者が直接読者等に作品を提供できる今日において、著作権

料の設定等、価格規制のみならず、参入規制についても、権利管理団体の独占は見直すべ

きである20。

一方、別ルートの開拓が不能、あるいはきわめて困難な分野については、単純に市場競

                                                  
19 世界初の近代著作権法とされる英国 1709年アン女王法“Statute of Anne”はインセンティブ論に立脚
し、自然権論を排除。その系譜である 87年米国合衆国憲法の著作権条項（第 1条 8節 8号）等を経て、
わが国では、1886年のベルヌ条約を踏まえ、99年に旧著作権法が成立。

20 米国では、有名作家がインターネットを通じて直接読者に作品を販売するケースがすでに現実化。さ
らに著作権管理団体に対し独禁法違反とする判例がある。



― 12 ―

争に依存するだけでは、独占や寡占等、市場の失敗に陥る懸念が大きい。そのため、従来、

公益事業分野で適用されてきたスキーム、すなわち、地域独占を許容し市場参入を規制し

つつ、公益事業者には、利用者に対し差別的取扱いが禁止されるユニバーサル・サービス

の提供義務と価格規制を賦課する仕組みを応用する。こうした条件を賦課する理由は、ま

ず、別ルートの開拓が不能な場合、ユニバーサル・サービス、すなわち、権利の利用を権

利者の恣意に委ねず、希望者は原則無差別に利用可能とするのは、知的財産権の制度目的

からみて当然であり、議論の余地は小さい。

次に、価格規制の導入は、別ルートの開拓が可能な場合、ライセンス料金が高価であれ

ばあるほど、技術開発に対するインセンティブが強まるのに対して、別ルートの開拓が不

能な場合、ライセンス価格は高止まりしやすく、独占利潤の集中によって資源配分の歪み

が深刻化する懸念が大きいためである。さらに、料金水準を決定する具体的な価格規制方

式については、単純な総括原価方式は、研究開発コストや設備投資過多による資源配分の

歪み、いわゆるアバーチ・ジョンソン効果21や、高コスト問題の温床となる懸念が大きい

ため、プライス・キャップ制度等、近年の市場独占管理理論を活用することで回避すべき

であろう。

なお、わが国では、著作物等の基幹ルートを握る放送・通信分野の業法について、この

ところ改革機運が高まっている。上述の通り、米国を嚆矢に放送と通信の融合が本格化し、

デジタル・コンテンツの流通や新たなサイバー・ビジネスが拡大するなか、様々な問題が

表面化しているという現下の情勢を踏まえてみれば、こうした業法改正においても、知的

財産権の保護と市場経済メカニズムの機能強化を同時に実現・強化するスキームに改変す

る必要がある。

                                                  
21 原典は、Averch,H. and L.Jonson “Behavior of the Firm under Regulatory Constraint”American

Economic Review[1962]。このなかで、①公正報酬率規制下の独占企業は非規制下で利潤最大化に向け
た要素投入構造対比多量の資本投入を行う、②資本労働投入比率は、同一生産水準で費用最小化を実現
する効率的な資本労働比率を上回る等、公正報酬率規制で利益を保証された独占企業の投資行動の特徴
と資源配分の歪みが指摘。
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加えて、市場原理からみた知的財産権への制約という観点では、①一企業だけでは製品

製造が困難なため一群の特許を共同して利用する特許プール、②業界等、関係企業が集ま

って、製品の規格やビジネスモデル等について統一を図る標準化問題、③さらに成立済み

の特許権について互換性を得るために必要最小限度の複製等を認めるリバース・エンジニ

アリング、等についても、技術進歩や経済社会動向を踏まえつつ、ガイドラインの策定や

個別事案毎の解決を通じて適切な制約条件を決定していく必要がある。

４．具体的推進体制

このようにみると、ハイペースの基盤技術進歩と経済社会情勢の急速な変化に対する弾

力的な対応力を備え、競争原理等、対立する利益を阻害しない新たな知的財産権制度を早

急に構築するためには、米欧各国との協調や国際機関への協力強化等、国際的な連携強化

に加え、国内サイドでは、①法律の整備、②紛争解決ルートの拡大、③実施体制の強化、

の 3点を軸とする具体的推進体制の早急な整備が重要な課題である。

第 1は法律の整備である。

具体的にはまず、知的財産権制度の範囲を、創作性のないデータベース等、保護すべき

経済的価値を持つ知的所産に拡大する一方、今後一段の進展が見込まれる経済のＩＴ化を

踏まえ、頒布権や複製権等、有体物をベースとする法律構成を、ブラウザーやネットＴＶ

による実演の視聴等にも対応できるよう、無体物をベースとする構成に改変する。

次いで、知的財産権の権利濫用によるデメリット排除に向け、法律あるいはガイドライ

ンでの明文化に加え、米国で生成・発展してきた次の諸法理の導入を通じて、独占禁止法

を中心とする競争促進制度との調和を図る。すなわち、①正当な利用であれば著作権侵害

に該当しないとするフェア・ユース法理、②特許権等、知的財産権者が、独占禁止法に反

する排他的独占権を行使した場合、知的財産権の侵害行為に違法性はないとするミス・ユ

ース法理、③さらに独占事業者が保有する資源のうち、他の事業者が事業継続に不可欠な
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資源については、独占事業者の意思によらず、他の事業者の利用を許容すべきとするエッ

センシャル・ファシリティー法理22、等である。

もっとも、わが国では、明文規定のない場合、権利保護に消極的な実定法原則が依然根

強いものの、ＩＴ革命の本格化に伴って一段の技術革新が見込まれ、今後の経済・産業・

社会情勢の変化が予測困難ななか、実定法原則の墨守は、権利救済上、深刻な問題を招来

する懸念が大きい。さらに、わが国著作権法でも、引用や教育目的での利用等の場合、著

作権の制限が明文で認められているため、これを根拠に、フェア・ユース法理は対象の限

定列挙によってすでに導入済みである点からみると、逆に、列挙されていない場合は、著

作権の制限は不可との見方も法律解釈のひとつとして可能であるものの、経済社会の歴史

的変動期にある点を踏まえてみれば、より柔軟な対応が求められるといえよう。

ちなみに、フェア・ユース法理を明文で規定する米国著作権法をみると、その判断基準

として、①商業用か、非営利か等の使用目的、②当該著作物の性質、③当該著作物全体に

関して使用された部分の量および実質性、④当該著作物の潜在的マーケットまたは価値に

対する使用の影響、の 4 点が明記されている23なか、現実の運用や判例では、④の認定を

中心に弾力的な判断が行われている。一方、ミス・ユース法理やエッセンシャル・ファシ

リティーの法理についてみると、これらは、米国連邦法に依然明文規定はなく、引き続き

判例法上確立されたルールとして利用されており、個別事案に即した運用が特徴である。

第 2は紛争解決ルートの拡大である。

まず独禁法分野では、前述の通り、公正取引委員会を原告とするこれまでのルートに加

えて、企業や個人等、私人による独禁法違反行為の排除請求や損害賠償請求のルートが認

められた。これは、原告適格を公正取引委員会に限定するよりも、むしろ私人にも拡大し

                                                  
22 通産省産業構造審議会情報経済部会が 2000年 8月に取り纏めた報告書「ネットワークインフラに関す
る競争環境の整備及びｉｔ時代に対応した制度改革」でも、導入の必要性が指摘。

23 同法 107条の規定。同条は 1976年改正で加えられた条文。もっとも、フェア・ユース法理は、1841
年判決以来、1世紀強にわたる判例法を集約したもの。さらに、本法理は、英国アン女王法下、著作権
を制限する原則として生成された公正な要約の法理に淵源。従来、わが国では、こうした衡平法の観点
が重視されるケースは少なかったものの、2000年 4月の最高裁判例(注 24)は衡平法重視姿勢を明確化。



― 15 ―

たほうが、社会経済的コストの低下に寄与する一方、公正取引委員会サイドでは、その分、

負担が軽減され、より効果的な業務の遂行が可能になる、という国民経済的メリットに着

目したものである。そうした観点からみれば、特許権についても、無効請求権を特許庁に

限定せず、私人にも訴訟適格を認める等、知的財産権分野でも、新たな紛争処理ルートを

創設する意義は大きいだろう。

加えて、99年の特許法改正によって、特許権の無効判断は特許庁の専管事項という位置

付けが修正されたとの解釈が可能24になるなか、2000年 4月には、最高裁判所が、特許権

無効が明確な場合という制約条件をつけたうえで、特許権成立可否の審理に対して積極的

な姿勢を明確に打ち出す等25、司法サイドからも、紛争処理ルート拡大を目指す動きが強

まっている。

さらに、わが国も巻き込んだドメイン取得を巡る内外紛争増大をはじめとして、現下の

情勢を踏まえてみれば、訴訟より、コストが安く、迅速な結論が得られやすい斡旋、調停、

仲裁等の私的紛争処理手段、いわゆるＡＤＲ26を広く導入すべきである。これによって、

特許庁や、特許裁判を専管する東京高裁への負担軽減が図られ、審理・審判や訴訟のスピ

ードアップも期待できる。

第 3は、こうした新たな知的財産権制度のもと、拡大される紛争解決ルートの実効性確

保に向けた実施体制の強化である。

具体的には、まず人員の拡充が必要である。司法サイドをみると、内外を問わず紛争が

増大し、その果たすべき役割が一段と重くなるなか、担い手たる裁判官や弁護士等、司法

関係者についてみると、ひとりひとりは優秀であっても、総数が少ないため、紛争が長期

                                                  
24 同法 168条に、裁判所への特許侵害に関する訴えの提起を特許庁長官に通知するとの規定が新設。
25 最高裁は、判決理由で、「特許の無効審決が確定する以前であっても、特許権侵害訴訟を審理する裁判
所は、特許に無効理由が存在することが明らかであるか否かについて判断することができると解すべき
であり、審理の結果、当該特許に無効理由が存在することが明らかであるときは、その特許権に基づく
差止め、損害賠償等の請求は、特段の事情がない限り、権利の濫用に当たり許されないと解するのが相
当」との判断を示した。なお、「特許に無効理由が存在することが明らかであるか否か」は線引きが困
難な問題であり、事実上、裁判所の無効審理を認めた判例との解釈が可能。

26 Alternative Dispute Resolution。なお、ドメイン取得を巡る紛争処理については、すでに工業所有権
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化・高コスト化しすやく、公的インフラである司法サービスが不十分ではないかとの批判

に長らく晒されている。その結果、一部では、国内の事業者が米国で訴訟を提起する等、

海外の司法サービスを選好する傾向もみられる。ちなみに、司法関係者の人数を日米で比

較してみると、米国の 100万人余に対して、わが国は 9万人弱であり、10分の 1にも満

たない。一方、特許庁サイドをみると、わが国特許庁の職員数は 90年の 2,348人から 99

年には 2,534人に 186人増加したものの、米国特許庁の 5,860人27に比べると、その 4割

強に過ぎない。その結果、裁判所や特許庁が紛争処理ルートの拡充を志向しても、厳しい

物理的制約条件のもと、そうした取り組みが限界に直面する懸念が大きい。

こうした点を踏まえてみると、司法試験合格者数の増加やロースクールの設置等、中期

的基盤整備に加えて、弁護士以外にも一部の法律的事務を可能とし、弁理士や各企業の法

務セクションで経験を積んだ人材等、潜在的法曹の積極的活用28を図っていくことが、当

面の状況を乗り切っていく現実的対応として有効な方策であろう。

こうした改革に対しては、ＡＤＲといえども、紛争処理に関与する場合、その実態は法

律関連業務であり、わが国では弁護士法 72 条に違反するとの批判もあろう。しかし、米

国の場合、ＡＤＲが行う斡旋、調停、仲裁は法律事務ではない29とされ、弁護士業務侵害

の問題が回避されてされてきたうえ、近年では、租税紛争をはじめとして、法律判断を行

うための事前段階と位置付けられる事実認定について、ＡＤＲを積極的に活用する動きが

                                                                                                                                                  
仲裁センターが所管する予定である等、わが国でもＡＤＲ定着に向けた動きがみられる。

27 米国では、産業空洞化の危機に直面し、規制緩和と同時に、プロパテント政策による国家再生を目指
したレーガン大統領のもと、82年に特許専門の裁判所として連邦巡回裁判所（CAFC : The United
States Court of Appeals for the Federal Circuit）が創設される一方、連邦特許庁の陣容が強化。

28 日本弁護士連合会は本年 9月弁護士業務の一部開放方針を決定。具体的には、①司法書士が簡裁の民
事訴訟で補佐人になる、②弁理士が特許訴訟等で弁護士と共同訴訟代理人になる、③弁護士が訴訟代理
人としている場合、税理士が税金訴訟で法廷陳述する等。もっとも、本決定は、弁護士の大都市偏在問
題への対応が主旨であるものの、わが国司法制度のあり方を検討している司法制度改革審議会で、現在、
隣接職の業務拡大が議論されているなか、今回の日弁連の決定によって、こうした議論が具体化し、潜
在的法曹を積極的に活用する方向が強まる可能性。

29 ＡＤＲは、離婚や、子供の親権問題等、家庭内紛争を、敵対関係が前提で、金銭的・時間的・物理的
コストが嵩む司法ルートではなく、当事者間での直接的話し合いを通じて極力円満に解決しようとする
取り組みが起源。そのため、ＡＤＲの業務は非法律関連事務との見方も、その限りでは当然の解釈。
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強まっている30。こうしたなか、96年 2月、クリントン大統領は行政命令を出し、時間・

コスト両面で大きなメリットのあるＡＤＲを連邦政府サイドとして積極的に活用する方針

が明確に打ち出されている。こうした考え方に立脚すれば、わが国でも、高度の専門知識

が要求される特許分野を中心に、特許庁や裁判所への負担軽減に向け、ＡＤＲが活躍する

余地は大きいとみられる。

さらに、裁判所の体制整備も重要である。98年 4月、特許事案を担当する東京高裁は知

的財産権の専門部を 2部に増設し体制強化が図られているものの、依然紛争処理能力が十

分とは言い難い。加えて、わが国の場合、特許事案が東京高裁の専管であるため、首都圏

以外の企業や個人を中心に、司法による紛争処理は使い勝手の良いシステムではない。こ

のようにみると、わが国でも、米国の巡回裁判所の発想を取り入れ、特許事案を東京高裁

の専管事項から外し、各地方高裁も可能にする一方、ＡＤＲ等の積極的活用によって裁判

所の処理能力強化を図る等の制度改正を通じて、全国どこでも容易に司法サービスを享受

できる体制の早急な整備が望まれる。

以　上

                                                  
30 契機となった事案は、独占禁止法違反紛争に関して仲裁を奨励した 85年米連邦最高裁判決。従来、米
国でも、訴訟外での紛争解決は消極的であったものの、紛争が質量とも大幅に増大するなか、本判決で、
仲裁機関の適格性が合法と認定。さらに、本事案は国際紛争に限定していたものの、その後、下級審判
決によって仲裁機関の適格性が国内紛争にも拡大。


